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ま
と
め
た
書
面
の
存

在
を
知
っ
た
の
は
事

件
の
後
だ
っ
た
、
と
述

べ
た
。 

書
面
は
管
理
室
に

保
管
さ
れ
る
建
築
確

認
申
請
図
書
に
含
ま

れ
て
い
た
、
と
し
て
お

り
、
管
理
会
社
も
書
面

の
存
在
を
知
ら
な
か

っ
た
と
し
て
い
る
。 

仮
に
管
理
組
合
も

し
く
は
管
理
会
社
が

書
面
の
存
在
を
認
識

し
、
指
摘
事
項
を
踏
ま

え
て
斜
面
地
の
管
理

を
行
っ
て
い
れ
ば
「
事

故
は
回
避
で
き
た
」
と

も
述
べ
た
。 

こ
の
た
め
斜
面
地

部
分
の
風
化
に
よ
る

崩
落
等
が
始
ま
っ
て

い
た
こ
と
を
知
っ
て
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管
理
組
合
の
不
法
行
為

責
任
に
対
し
て
も
「
過

失
は
な
い
」
と
反
論
し

た
。 管

理
組
合
側
は
「
管

理
組
合
と
し
て
は
敷
地

の
管
理
を
専
門
家
で
あ

る
管
理
会
社
に
委
ね
て

お
り
、
斜
面
地
の
岩
の

風
化
が
始
ま
っ
て
い

た
事
実
も
亀
裂
の
存

在
も
知
ら
な
か
っ
た
」

と
主
張
し
て
い
る
。 

訴
状
で
原
告
側
は
、

マ
ン
シ
ョ
ン
開
発
事

業
者
が
実
施
し
た
地

質
調
査
結
果
で
、
調
査

し
た
斜
面
の
対
策
工

事
の
必
要
性
や
風
化

に
よ
る
強
度
低
下
が

指
摘
さ
れ
て
い
た
こ

と
を
明
ら
か
に
し
て

い
る
が
、
管
理
組
合
側

は
、
こ
の
調
査
結
果
を

分
譲
業
者
ら
の
責
任
追
及
も 

「
耐
震
性 

あ

り

」 

い
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
事
実
を
明
ら
か
に

し
な
い
ま
ま
マ
ン
シ
ョ

ン
を
建
築
し
購
入
者
に

斜
面
地
の
状
態
を
説
明

せ
ず
に
販
売
を
行
っ

た
、
と
し
て
分
譲
業

者
・
設
計
業
者
・
販
売

業
者
の
責
任
を
追
及
す

る
考
え
を
示
し
た
。 

事
故
は
「
斜
面
の
地

質
状
態
を
全
く
知
ら
な

か
っ
た
管
理
組
合
・
区

分
所
有
者
に
と
っ
て
ま

さ
に
晴
天
の
霹
靂
（
へ

き
れ
き
）
と
い
う
べ
き

自
体
」
だ
と
し
て
い
る
。 

次
回
弁
論
は
７
月
、

非
公
開
で
行
わ
れ
る
予

定
だ
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞
１
１
７
２
号
） 

神
奈
川
県
逗
子
市
で
昨
年
２
月
、
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
の
斜
面
が
崩
落
し
市
道
通
行
中
の
高
校
生
が
死
亡
し
た
事
故
で
、
遺

族
が
マ
ン
シ
ョ
ン
の
全
区
分
所
有
者
と
管
理
組
合
、
業
務
受
託
管
理
会
社
ら
に
対
し
、
約
１
億
１
８
０
０
万
円
の
損
害
賠
償

等
を
求
め
た
訴
訟
の
第
１
回
口
頭
弁
論
が
５
月
２
１
日
、
横
浜
地
裁
で
あ
っ
た
。
管
理
組
合
側
は
請
求
の
棄
却
を
求
め
た
。

一
方
で
分
譲
業
者
や
販
売
会
社
ら
に
対
し
、
土
砂
の
撤
去
や
崩
落
防
止
の
た
め
の
保
全
工
事
費
等
、
管
理
組
合
に
生
じ
た
損

害
に
つ
い
て
賠
償
を
求
め
る
訴
訟
を
準
備
し
て
い
る
こ
と
も
明
ら
か
に
し
て
い
る
。 

逗子・斜面崩落事故 

４
管
理
組
合
に
報
告
命
令 

マ
ン
シ
ョ
ン
は
３
割
弱 

第

１

回 

口
頭
弁
論 

管
理
組
合
、
訴
訟
準
備
へ 

う
ち
耐
震
診
断
実
施

予
定
が
な
い
と
し
た

建
物
の
所
有
者
に
は

耐
震
改
修
促
進
法
８

条
に
基
づ
き
診
断
結

果
を
報
告
す
る
よ
う

命
令
し
、
内
容
を
公
表

し
た
。 

命
令
は
２
２
件
に

行
っ
た
。
分
譲
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
組
合
も
４

件
含
ま
れ
て
い
る
。
築

川崎市・耐震 
診断結果公表 

年
は
４
２
～
４
８
年

で
戸
数
は
２
８
～
６

５
戸
程
度
だ
っ
た
。 

診
断
結
果
が
公
表

さ
れ
た
１
５
６
棟
中
、

耐
震
性
が
「
あ
る
」
と

判
断
さ
れ
た
の
は
２

８
棟
。
Ｒ
Ｃ
・
Ｓ
Ｒ
Ｃ

造
の
場
合
、
構
造
耐
震

指
標
（
Ｉ
ｓ
値
）
を
構

造
耐
震
判
定
指
標
（
Ｉ

ｓ
ｏ
）
で
除
し
た
数
値

が
１
・
０
以
上
、
つ
ま

り
Ｉ
ｓ
値
０
・
６
以
上

は
「
耐
震
性
が
あ
る
」

と
判
断
し
た
。 

地

震

に

よ

る

倒

壊
・
崩
落
の
「
危
険
性

が
高
い
」
と
判
断
さ
れ

た
の
は
８
１
棟
。
４
７

棟
が
「
危
険
性
が
あ

る
」
と
判
断
さ
れ
た
。

「
危
険
性
が
高
い
」
は

Ｉ
ｓ
値
０
・
３
未
満
、

「
危
険
性
が
あ
る
」
は

同
０
・
３
以
上
０
・
６

未
満
に
該
当
す
る
。 

１
５
６
棟
の
う
ち

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
ま

た
は
区
分
所
有
と
見

ら
れ
る
建
物
は
３
７

件
。
建
物
数
は
５
３

棟
。 ３

７
件
中
Ｉ
ｓ
値

が
０
・
６
以
上
だ
っ
た

の
は
１
０
件
で
全
体

の
２
７
・
０
％
。
団
地

型
の
場
合
は
全
棟
が

０
・
６
以
上
の
場
合
は

１
件
と
し
て
カ
ウ
ン

ト
し
た
。 

Ｉ
ｓ
値
０
・
６
未
満

だ
っ
た
２
７
件
の
う

ち
、
６
件
は
耐
震
改
修

工
事
を
実
施
予
定
だ

と
し
て
い
る
。 

６
件
中
２
件
は
具

体
的
な
時
期
を
示
し

た
上
で
改
修
を
行
う
、

と
し
て
い
る
。
（
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
新
聞
１

１
７
３
号
） 

管
理
会
社
側
も
５

月
１
２
日
の
答
弁
書

で
請
求
の
棄
却
を
求

め
た
が
、
具
体
的
な
反

論
は
「
追
っ
て
主
張
す

る
」
と
し
て
い
る
。
７

月
１
９
日
ま
で
に
原

告
の
主
張
に
対
す
る

反
論
や
従
業
員
の
認

否
を
明
ら
か
に
す
る

考
え
を
示
し
た
。 

管
理
組
合
側
は
４

月
１
９
日
付
の
答
弁

書
で
、
敷
地
が
造
成
さ

れ
た
部
分
は
土
地
上

部
の
平
面
部
分
だ
け

で
、
崩
落
し
た
斜
面
地

部
分
は
「
な
ん
ら
手
は

加
え
ら
れ
ず
従
前
の

状
態
で
残
っ
て
い
た

も
の
で
斜
面
地
は
造

成
地
で
は
な
い
」
と

し
、
「
従
っ
て
土
地
の

工
作
物
で
は
な
い
」
と

結
論
付
け
た
。 

「
土
地
造
成
地
も

自
然
の
土
地
に
人
工

を
加
え
て
作
っ
た
も

の
だ
か
ら
土
地
の
工

作
物
」
だ
と
し
、
崩
落

し
た
斜
面
を
含
む
敷
地

は
「
造
成
地
と
し
て
土

地
の
工
作
物
に
あ
た

る
」
と
し
て
、
全
区
分

所
有
者
に
土
地
工
作
物

所
有
者
も
し
く
は
占
有

者
責
任
を
追
及
す
る
原

告
側
の
主
張
に
反
論
す

る
内
容
だ
。 

答
弁
書
で
は
斜
面
地

に
つ
い
て
「
区
分
所
有

者
の
共
有
で
は
あ
る
が

管
理
規
約
で
管
理
組
合

が
保
存
行
為
を
含
め
管

理
す
る
こ
と
に
な
っ
て

お
り
、
し
か
も
管
理
組

合
は
そ
の
実
際
の
管
理

を
管
理
会
社
に
委
託
し

て
い
る
」
と
し
、「
少
な

く
と
も
区
分
所
有
者
ら

は
占
有
者
で
は
な
い
」

と
の
解
釈
も
示
し
た
。 

５
月
１
３
日
付
の
準

備
書
面
で
は
「
敷
地
の

占
有
者
は
管
理
組
合
と

見
る
べ
き
」
と
の
主
張

を
加
え
て
い
る
。 

原
告
側
が
追
及
す
る

 

川
崎
市
は
５
月
２
６

日
、
市
内
指
定
道
路
沿

い
の
要
安
全
確
認
計
画

記
載
建
築
物
が
実
施
し

た
耐
震
診
断
結
果
を
公

表
し
た
。
対
象
棟
数
は

１
８
９
。
区
分
所
有
建

物
の
場
合
、
団
地
型
は

全
体
を
１
棟
と
し
て
扱

っ
て
い
る
。 

１
８
９
棟
中
未
報
告

が
３
３
棟
あ
り
、
こ
の
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新
４
Ｋ
８
Ｋ
衛
星

放
送
は
、
従
来
の
Ｂ

Ｓ
・
１
１
０
度
Ｃ
Ｓ
で

使
用
さ
れ
て
き
た
「
右

旋
円
偏
波
」
と
呼
ば
れ

る
電
波
に
加
え
、
「
左

旋
円
偏
波
」
を
使
い
放

送
を
行
う
。 

右
旋
円
偏
波
を
使

用
す
る
４
Ｋ
放
送

は
、
現
在
Ｂ
Ｓ
・
１

１
０
度
Ｃ
Ｓ
放
送

を
ア
ン
テ
ナ
で
共

同
受
信
で
き
て
い

れ
ば
視
聴
で
き
る

た
め
、
改
修
な
ど
の

対
応
を
行
う
必
要

は
な
い
。
右
旋
・
左

旋

に

分

類

し

た

４

Ｋ
・
８
Ｋ
放
送
チ
ャ
ン

ネ
ル
を
表
①
に
示
し

た
。 一

方
、
左
旋
円
偏
波

を
使
っ
て
放
送
さ
れ

る
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
視

聴
す
る
に
は
ま
ず
共

同
ア
ン
テ
ナ
を
交
換

し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
既
存
の
ア
ン
テ
ナ

は
右
旋
放
送
に
し
か

対
応
し
て
い
な
い
か

ら
だ
。 

左
旋
が
使
用
す
る

周
波
数
帯
域
は
２
２

２
４
～
３
２
２
４
メ

ガ
ヘ
ル
ツ
と
高
周
波

数
の
た
め
、
分
岐
器

や
分
配
器
、
増
幅
器
、

ま
た
各
住
戸
の
テ
レ

ビ
端
子
な
ど
も
高
周

波
対
応
の
機
器
に
交

換
す
る
必
要
が
あ

る
。 中

に
は
改
修
対
応

が
必
要
な
い
場
合
も

あ
る
が
「
お
お
む
ね
２

０
１
８
年
以
降
に
新

築
さ
れ
た
も
の
」
（
放

送
関
係
者
）
と
さ
れ
、

築
４
年
程
度
ま
で
の

築
浅
物
件
に
限
ら
れ

そ
う
だ
。 

◇ 

施
設
改
修
で
、
ど
の

程
度
の
対
応
が
必
要

に
な
る
か
は
現
状
の

共
聴
設
備
環
境
に
よ

っ
て
異
な
る
。 

Ｂ
Ｓ
・
１
１
０
度
Ｃ

Ｓ
が
視
聴
で
き
て
い

れ
ば
最
低
限
の
機
器

交
換
で
済
む
可
能
性

が
高
い
が
、
ア
ン
テ
ナ

受
信
が
で
き
て
い
な

い
高
経
年
物
件
で
は

機
器
に
加
え
同
軸
ケ

ー
ブ
ル
の
更
新
が
迫

ら
れ
る
ケ
ー
ス
も
あ

り
、
こ
の
場
合
改
修
費

用
は
さ
ら
に
膨
ら
む

（
図
に
改
修
に
よ
る

対
応
の
イ
メ
ー
ジ
）。 

同
軸
ケ
ー
ブ
ル
の

更
新
に
つ
い
て
は
費

用
だ
け
で
は
な
く
、

「
使
い
勝
手
」
の
面
か

ら
も
リ
ス
ク
が
あ
り

そ
う
だ
。 

都
内
の
設
備
業
者

は
「
他
に
使
い
道
が
な

い
同
軸
ケ
ー
ブ
ル
を

わ
ざ
わ
ざ
更
新
す
る

の
は
ど
う
か
。
今
後
を

考
え
光
フ
ァ
イ
バ
ー

に
引
き
換
え
た
方
が

い
い
」
と
解
説
す
る
。 

機
器
交
換
に
伴
う

労
苦
も
あ
る
。
テ
レ
ビ

端
子
の
交
換
に
際
し

て
は
専
有
部
分
の
立

ち
入
り
が
必
要
に
な

る
か
ら
だ
。
こ
の
た
め

改
修
時
、
端
子
交
換
を

「
個
別
対
応
」
と
す
る

方
針
を
打
ち
出
し
、
立

ち
入
り
の
手
間
を
緩

和
す
る
管
理
組
合
も

あ
る
と
い
う
。 

Ｂ
Ｓ
・
１
１
０
度
ア

ン
テ
ナ
が
設
置
さ
れ

て
い
る
場
合
は
、
改
修

を
実
施
す
る
際
に
国

の
助
成
金
が
使
え
る

可
能
性
も
あ
る
。 

総
務
省
が
２
０
１

８
年
度
に
始
め
た
「
衛

星
放
送
用
受
信
環
境

整
備
事
業 

中
間
周

波
数
漏
え
い
対
策
事

業
」
が
利
用
で
き
れ

ば
、
増
幅
器
や
分
配
器

と
い
っ
た
機
器
の
交

換
費
用
に
つ
い
て
助

成
金
を
得
ら
れ
る
。
助

成
率
は
最
大
で
機
器

代
・
工
事
費
の
２
分
の

１
に
及
び
、
条
件
が
合

え
ば
利
用
し
た
い
制

度
だ
。 

◇ 

改
修
に
多
額
の
費

用
や
手
間
が
か
か
る

場
合
「
ア
ン
テ
ナ
・
機

器
交
換
」
で
は
な
く
、

放
送
・
通
信
事
業
者
が

行
う
テ
レ
ビ
視
聴
サ

ー
ビ
ス
を
導
入
す
る

動
き
も
目
立
つ
。
導
入

費
用
は
生
じ
る
が
、
全

面
的
な
改
修
に
比
べ

る
と
コ
ス
ト
面
で
メ

リ
ッ
ト
が
大
き
い
か

ら
だ
。
基
本
的
に
管
理

組
合
と
し
て
専
有
部

分
対
応
を
行
う
必
要

が
な
い
の
も
利
点
だ
。 

実
績
は
少
な
い
が
、

一
定
の
条
件
に
合
致

し
て
い
れ
ば
既
存
の

施
設
環
境
で
放
送
を

視
聴
で
き
る
機
器
も

発
売
さ
れ
て
い
る
。 

４
Ｋ
８
Ｋ
を
視
聴

す
る
に
は
、
さ
ま
ざ
ま

な
方
法
が
あ
る
。
全
面

改
修
だ
け
が
選
択
肢

で
は
な
い
。
（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞
１
１

７
２
号
） 

ア
ン
テ
ナ
・
機
器
交
換
が
不
可
欠 

４
Ｋ
８
Ｋ 

ど
う
す
る 

新４Ｋ８Ｋ衛星放送チャンネル 
 Ｂ  Ｓ Ｃ  Ｓ 備  考 

右 
 
旋 

ＮＨＫ ＢＳ４Ｋ※ 
ＢＳ日テレ４Ｋ 
ＢＳ朝日４Ｋ 
ＢＳ－ＴＢＳ４Ｋ 
ＢＳテレ東４Ｋ 
ＢＳフジ４Ｋ 

 
ＢＳ・１１０度 
ＣＳが視聴できて 
いれば改修不要で 
視聴可能 

左 
 
旋 

ＷＯＷＯＷ４Ｋ※ 
ショップチャンネル４Ｋ 
４Ｋ ＱＶＣ 
ＮＨＫ ＢＳ８Ｋ※ 

Ｊ ＳＰＯＲＴＳ １ ４Ｋ※ 
Ｊ ＳＰＯＲＴＳ ２ ４Ｋ※ 
Ｊ ＳＰＯＲＴＳ ３ ４Ｋ※ 
Ｊ ＳＰＯＲＴＳ ４ ４Ｋ※ 
日本映画＋時代劇 ４Ｋ※ 
スターチャンネル ４Ｋ※ 
スカチャン１ ４Ｋ※ 
スカチャン２ ４Ｋ※ 

アンテナ・機器 
交換棟の改修が 
必要 

総務省資料を基に作成。※は有料放送 

２
０
１
８
年
１
２
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た
「
新
４
Ｋ
８
Ｋ
衛
星
放
送
」。
従
来
の
テ

レ
ビ
放
送
と
比
べ
て
映
像
の
解
像
度
が
高
い
超
高
精
密
な
放
送
だ
が
、
Ｂ
Ｓ
・
Ｃ

Ｓ
を
ア
ン
テ
ナ
で
受
信
し
て
い
る
既
存
マ
ン
シ
ョ
ン
で
は
、
全
て
の
放
送
を
視
聴

す
る
に
は
共
聴
施
設
の
改
修
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。
相
応
の
費
用
が
か
か
る

と
い
う
わ
け
だ
。
ど
ん
な
対
応
を
取
れ
ば
ベ
タ
ー
な
の
か
。
管
理
組
合
の
対
応
例

を
通
し
て
考
え
て
み
る
。 

施設改修による対応イメージ 
 
 
 

４Ｋ８Ｋ・主な対応方法 

築年   5      20～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
BS・110度 CSをアンテナ受信できている場合はアンテナ・機器交換 
で対応できるが、一般的に高経年マンションでは同軸ケーブルの 
更新が必要になる可能性が高い 

対応 
不要 

アンテナ・ 
機器交換 

アンテナ・機器・ケーブル交換 

共聴施設の改修 

施設改修（機器設置） 

放送事業者のサービス導入 

個別アンテナの容認 


